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Ⅰ　はじめに

　長い不況の時期を経て、徐々にではあるが、景気回
復の兆しが見られるようになってきている。何はとも
あれ、「仕事がない・需要がない」段階を抜けつつあ
るわが国では、徐々にではあれ、ヒトの問題、とりわ
け、採用とその定着がクローズ･アップされつつある。
われわれはこれまで、中小企業の「採用と定着」の実
態を明らかにすべく、検討を重ねてきた。基本的な構
図やアイディアに関しては本誌2014年１月号、また、
第一次段階での集計結果を本誌2015年８月号で報告
している。これから紹介する最終的な調査結果は、近
日、『中小企業の採用と定着』として、公刊を予定し
ている。詳しくは、そちらをご覧いただきたい。
　われわれは、企業側がどういった経営戦略や人事管
理の方針・方向性の下でヒトを採用し定着を図ろうと
しているのか、従業員側はどのような考え方やキャリ
アを持った上で当該企業に入り、今後どのようにして
いこうとしているのか、そうした点の解明を目指した。
両者がどの程度一致しているのか、あるいはそこに齟
齬が生じているのかを踏まえつつ、現在の日本企業の
採用と定着の状況を明らかにしようと考えてきた。以
下では、いくつかのテーマと切り口から、中小企業に
おける採用と初期定着の状況について述べていく。

Ⅱ　移動人数・比率

　調査対象期間（2011～13年）内の採用と退職の動

きを人数からみると、図表１にみるように、新規採用
者では4.92人を採用し、その中で2.25人が退職して
いる。中途採用者では同様に12.92人が採用され、そ
の中で11.01人が退職している。新規、中途それぞれ
で「採用－退職」人数は1.67人、1.91人である。
　創業年別には、より創業から短い企業ほど中途採用
比率が高く、長い企業ほど新規採用比率が高い。規模
別には、より小規模企業で新規採用ができず中途採用
比率が高いこと、そして、退職率が高いことが明らか
となった。業種別には、まず新規採用が難しいのが、
「運輸業・郵便業」、「金融業・保険業」、「サービス業」
であり、中途入職率が高いのは「医療・福祉」を筆頭
に、「金融業・保険業」、「運輸業・郵便業」などで高
い傾向にある。新卒採用比率と合わせて考えれば、こ
うした業種で、新卒で採用を確保できにくく、中途採
用比率が高くなっている状況が予想される。「医療・
福祉」や「運輸業・郵便業」では、退職率も高いとい
う結果となっている。

Ⅲ　採用方針と育成方針

　採用行動は当然のことながら、採用後の育成とも密
接に関わっている。中途採用を実施する理由として、
「育成コストがかかるため、即戦力人材を中途で採用
する」という考え方がしばしば指摘されてきた。これ
までの日本の大企業で主流であった「新卒採用注力・
会社主導型能力開発・長期的キャリア形成」企業と「中
途採用注力・個人主導型能力開発・キャリア形成を行
う」企業は、中小企業においてどの程度存在し、どの
ような特徴をもっているのだろうか。
　その結果をみると、一般的にいって中途採用といえ
ば「即戦力採用で採用後の能力開発は個人責任」との
イメージが流布しているが、サンプル全体の約４分の
１程度が中途採用者のポテンシャルを重視して採用し
ていること、さらに５割強の企業が、採用後の能力開
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図表 1　採用者・退職者数の平均人数 ( 人 )
採用 退職 採用－退職

新規採用者 4.92 2.25 1.67

中途採用者 12.92 11.01 1.91

資料出所：�『中小企業の採用と定着』（近刊）データより著者が作成。以下、同様。
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発責任は企業側にあると考えていることは改めて注目
されてよかろう（図表２参照）。
　また人事労務管理全体の方針をみても、「新卒採用
に注力し、社員の能力開発の責任は企業側にある」と
する企業は全体の約３割を占めていて、「中途採用に
注力し、社員の能力開発責任は個人の側にある」とす
る企業割合の２割強を上回っている。能力開発や福利
厚生への取り組みなども前者でより積極的である。ま
た従業員の認識もこれと同様であり、総じて、自分の
勤務先企業が、「新卒採用に注力していて、社員の能
力開発投資も長期的視野で行っている」と考える従業
員は、勤務先が「中途採用に注力していて、育成も短
期的視野から行っている」とみている従業員よりも、
会社との関係認識は良好であり積極的である。

Ⅳ　管理職への中途採用

　中小企業における管理職層への人材確保については、
「企業内の人材育成を通じて確
保」するか、「中途採用により
確保」する方法が考えられるが、
規模など企業内育成における制
約などの条件を考えると、中途
採用による確保が必要となる局
面が生じやすいと思われる。で
は、実際に管理職層への中途採
用に関する実態や特徴はどのよ
うになっているのだろうか。
　採用実績をみると、管理職層
への中途採用を実施している企

業は多くはない。課長職以上で約16％、係長・主任
クラス以上まで含めて３割弱である。その企業プロ
ファイルをみると、業種では建設業、情報通信業で、
比較的新しい企業が多く、規模拡大を目指す、相対的
に高い賃金水準を提供している企業であることがわか
る。
　管理職確保の方針として「内部育成：生え抜き登用」
であるのか、「外部から登用」するのかをみると、前
者が約７割、後者が３割弱と「生え抜き登用」が多数
派である。しかも、比較的小規模企業でもその比率が
高い（図表３参照）。
　この二つのタイプを比較すると、前者のほうが「賃
金は年齢や勤続年数で決定する」など、いわゆる「日
本的雇用慣行」を重視する傾向がみられる。ただ、「生
え抜き登用重視」型でも、管理職の中途採用を実施し
ていない訳ではない。そのように採用した管理職人材
に対して求める経験・能力は、「判断力、リーダーシッ
プ、特定の業務におけるスキル」である。
　また、管理職人材の採用ルートとして、ハローワー
クなど公的機関よりは「友人・知人の紹介」を重視す
る傾向がみられ、採用する際の条件としては、高い給
与や役職といった相対的に高い処遇を提示することが
比較的多いことが上げられている。
　こうした人材確保の課題としては、「求める能力の
人材が確保できない」ことである。

Ⅴ　転職者が円滑になじむための工夫

　「人材の定着」は企業の長期的な競争力のために必
要不可欠な要素の一つである。近年、人材の流動化が

図表３　管理職確保方針：生え抜きか外部登用か

図表２　中途採用方針・育成責任（％）
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進む傾向も見られることを踏まえると、この
課題を検討することはきわめて重要である。
　前職の経験がある中途採用者は経験がある
分、仕事に慣れるまでにさほど時間がかから
ないことが予想される一方で、組織の変化に
伴い前職組織とのギャップをより感じやすい
可能性もある。では、中途採用者が組織にな
じむためにはどうすればいいのだろうか。
　中途採用者が入社直後に「つまずいたこと・困った
こと」があった場合となかった場合の違いをみるとま
ず、図表４に見るように、転職先への長期勤続意思が
異なっていた。
　何らかの困難が「あった」場合には転職先組織であ
る自社に適応できるまでの期間が長くなることが考え
られるため、企業側はそうしたことがないようにする
ためにマネジメント施策を施す必要があろう。それら
は具体的な項目別の結果をみると、極端に大きな差は
ないものの、「受け入れに関するサポートを行うこと」
や「中途採用者が職場見学する機会を設けること」、「入
社後しばらくは人員に余裕がある職場に配属するこ
と」などの施策が初期定着・適応をスムースにするた
めには重要である可能性が示唆される。
　また、困難が「ない」場合、中途採用者が自身のス
キル・知識の重要性を感じることが促進される可能性
も示唆されること、採用者が自らを重要と思える職場
の雰囲気を感じることで困難が低減される効果も期待
できることなどから、こうした点に関して注力する必
要があろう。

Ⅵ　転職者の転職類型と転職後の能力開発

　今回の調査対象となった従
業員たちは、これまでいかな
る転職経験を経て、現在の企
業に勤務しているのだろうか。
前職と比較した場合の仕事の
異同（「同じ仕事」「類似した
仕事」→同様の仕事、「違っ
た仕事」→異なる仕事）と、
業種の異同に関する回答から
四つの転職類型を設定し、検
討した。具体的には、「同業種・

同様の仕事」から転職：一致型（26.5%。全回答者
(1,885名)に占める比率、以下同様）、「異業種・同様
の仕事」から転職：仕事継続型(24.5%)、「同業種・
異なる仕事」から転職：業種継続型(2.3%)、「異業種・
異なる仕事」から転職：乖離型(36.6%)である。
　転職理由と動機、転職ルートに関しては、転職理由
として「一致型・仕事継続型」（同じ仕事）では、「今
までの経験が活かせる」や「自分の能力を発揮できる」
が多く、「業種継続型・乖離型」（違う仕事）では、労
働条件を理由に挙げる場合が多かった。
　転職プロセスについては、異業種からの転職の際に
は、HW（ハローワーク）ルートとの回答が多い。同
業種間の移動では「同じ業界で働いていた人の紹介」
が多い。
　転職準備と難易度をみると、異業種からの転職の場
合、「インターネットなどで情報を収集」という回答
率が高い一方で、「仕事継続型」では、「転職に関する
民間サービスの利用」率が高く、異業種からの転職の
ほうが難易度が高い。
　能力発揮では、以前の勤務先で身につけた能力が今
活かすことができているかは、同様の仕事に就いてい
る場合において、肯定的回答比率が高い（図表５参照）。

図表４　つまずきの有無別・長期勤続意思（％）

図表５　１つ前の勤務先で身につけたスキルの今の企業での活用度
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Ⅶ　むすびにかえて

　このようにみてくると、中途採用の転職者に対して、
「周りがきちんと転職者の面倒をみる」など、これま
で人事管理の問題として、きわめて基本的、当たり前
と考えられてきたことを着実に行うことこそが重要で
あることが、再度確認できよう。長期的な視野に立っ
て育成することまで含めた人事管理の全体像を、いわ
ゆる日本的な雇用慣行と呼ぶのなら、多くの中小企業
できわめて類似した施策が行われている。
　ただ一方で、一般職ではない層の転職についても、
さらに検討していくことが必要となろう。比率として
は高くはないものの、管理職の中途採用は実施されて
いる。少なくともこれまで、こうした採用が縁故関連
のルートを介して実施されてきたことを考えれば、そ
の際、「いかに採用者の技能をきちんと計ることがで
きるのか」が重要な点となる。
　転職者の立場からみれば、どういった転職のパター
ンがどういった状況につながる傾向があるのかも、情
報として重要である。転職後の活躍、能力発揮という
点を念頭におくのなら、転職前後で同様の仕事を継続
していることが重要であった。「異なる」仕事に就く
場合でも、企業側が転職者の能力を伸ばそうとするか
否かという姿勢が重要となる。
　また、比率としては多くはないものの、管理職とし
て中途採用されることは、就業者にとって、転職を通
じて処遇の向上を図る機会を増やすことにつながる可
能性があることも、今後の転職を考える際に有益な情
報となろう。
　政策に求められるのは、こうしたよりよい状況をい

かにサポートできる体制を整えられるのかという点に
絞られよう。初期定着の段階で「つまずかない」よう
にサポート体制を整えることの重要性を考えれば、政
策面からもこうした施策の有用性を訴え、企業側がこ
れらマネジメント施策を取り入れることを促し、中小
企業における中途採用でのミスマッチ低減を促進させ
る工夫を検討することは重要である。
　転職後に十分な能力発揮ができるようになるために
は、転職前後で同様の仕事を継続していることが重要
であることを考えれば、そうした仕事の継続性が保た
れるようなマッチング体制の構築と拡大が重要な課題
として浮かんでくる。この課題の解決に向けては、マッ
チングに関わる官民の主体の新たな連携のあり方や、
求人企業・求職者に関する情報の管理と活用のあり方
などについて検討と模索を重ねて行く必要があろう。
　企業を取り巻く環境は、刻々と変わり続けている。
その中で採用する・される側双方のヒトがどのように
考え行動しているのかは、これまでの認識と極端にズ
レが大きい訳ではなかった。ただ、われわれの調査結
果はあくまでも、現時点での見取り図である。市場と
転職のあり方がどのように変わるのか否かは、今後も
継続的に検討していく必要があろう。
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